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評価指標
該当
状況

配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国
インセンティブ交付金評価得点 ○ 79.07% 70.07% 3

ア 上位７割 ○ 79.07% 70.07% 3

イ 上位５割 ○ 62.79% 49.97% 3

ウ 上位３割 ○ 37.21% 30.33% 3

エ 上位１割 × 13.95% 10.11% 3

後期高齢者と給付費伸び率の比較時

ア 上位７割 ○ 81.40% 69.96% 3

イ 上位５割 × 60.47% 49.97% 3

ウ 上位３割 × 41.86% 29.87% 3

エ 上位１割 × 18.60% 9.94% 3

成果連動型民間委託契約による事業数

ア 上位７割 ○ 16.28% 3.73% 3

イ 上位５割 × 6.98% 1.95% 3

ウ 上位３割 × 4.65% 1.32% 3

エ 上位１割 × 0.00% 0.34% 3

評価指標
該当
状況

配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国
ケアプラン点検実施割合 ○ 83.72% 69.96% 4

ア 上位７割 ○ 83.72% 69.96% 4

イ 上位５割 ○ 67.44% 49.97% 4

ウ 上位３割 × 25.58% 29.98% 4

エ 上位１割 × 11.63% 9.99% 4

医療情報との突合の実施割合

ア 上位７割 × 25.58% 69.96% 4

イ 上位５割 × 25.58% 68.87% 4

ウ 上位３割 × 25.58% 68.87% 4

エ 上位１割 × 25.58% 68.87% 4

評価指標
該当
状況

該当率 配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国

エ 高齢者の住まいの確保と生活の一体的支援 × 51.16% 30.27% 6
福祉部局と住宅部局の連携を評価。居住支援法人、社会
福祉法人、不動産事業者と連携し、住まい・生活支援の相
談窓口や紹介・斡旋・入居後の見守りなど想定。

住宅部局との連携強化を進める。

オ 重層的支援体制整備事業の実施や介護保険事業に留まらない
地域づくり

× 46.51% 29.70% 6 重層的支援体制整備事業の実施及びそれに類する地域づく
りを評価。

担当部局との調整が必要。

高齢者人口当たりの介護魅力発信の研修修了者数

ア 上位７割 ○ 41.86% 28.20% 3

イ 上位５割 × 6.98% 14.07% 3

ウ 上位３割 × 2.33% 8.44% 3

エ 上位１割 × 0.00% 2.81% 3

高齢者人口当たりの介護人材の定着、資質向上
の研修修了者数

ア 上位７割 ○ 46.51% 32.45% 3

イ 上位５割 × 9.30% 16.20% 3

ウ 上位３割 × 4.65% 9.71% 3

エ 上位１割 × 0.00% 3.22% 3

介護支援専門員を対象としたケアマネジメントの
質の向上に関する研修の総実施日数

ア 上位７割 × 79.07% 61.34% 3

イ 上位５割 × 39.53% 35.44% 3

ウ 上位３割 × 20.93% 22.23% 3

エ 上位１割 × 9.30% 6.15% 3

未達成指標を分析し、得点を目指す。

ほぼ上位５割に位置している。介護予防・
重度化防止を図ることで給付費の伸び率を
鈍化させ、より上位を狙う。

成果連動型の軸となる解決するべき行政課
題の抽出及びアウトソーシングの検討などを
進める。
成果連動型と親和性の低い事業もあるので
注意が必要。

本市ケアプラン点検においては３か月分実
施しているため、３を乗じて算出する。R6分
は誤謬修正報告にて修正予定。
ケアプラン点検の質の確保のため、点検数を
これ以上増やすことは難しい。

点検数のカウント方法にばらつきがあるのか、
自保険者で実施すると点検数が増加するの
か不明であるが、実施率に大きな乖離があ
る。（実施率100％が多数ある）

介護魅力発信に関する研修を増やしていく
ことを検討。

資質向上に関する研修を増やしていくことを
検討。
現任の介護職員は研修に割く時間がないの
が現状であり、開催方法など工夫する必要
がある。

介護支援専門員向け研修を充実させるか
検討。
法定外研修のニーズはある。

介護人材の裾野を広げるための地域住民を対象とした介護に
関する研修。
市実施の介護魅力発信セミナーの参加者数 11名
高齢者10万人あたり 39.0
順位 417
研修実績のある自治体数 491
介護支援専門員を除く、現任の介護職員を対象とした研修。
市実施の中堅職員（介護事業所）向け研修の参加者
数 9
高齢者10万人あたり 31.9
順位 519
研修実績のある自治体数 565

介護支援専門員向け研修で、法廷研修の補完、応用した内
容を想定。研修時間が4時間以上で１日と計上する。4時間
に満たない場合は、積算して4で除して得た日数とする。

市実施の研修 該当なし（4時間未満）
研修実績のある自治体数 1068

R6年度分評価指標より追加。総得点の順位に応じて評価さ
れるもの。

2016→2022年の伸び率を使用。
総人口、後期高齢者の増減状況によりグループ分け。
Ａ総人口 1.007　Ｂ後期高齢者 1.207　→　++
Ｃ給付費 1.1412
Ｃ／Ｂ＝1.054　　順位　127／253

事業数 1
実施自治体の平均事業数 4.94

R4実績
A　点検数 87
B　延べケアプラン数 37,692
実施率　A/B 0.23％
※点検数は被保険者にケアプラン月数を乗じて算出。今回報
告分は被保険者数で報告。
国保連合会に委託。
R4実績
A　点検数 211
B　出力数 7,298
実施率　A/B 2.9％
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評価指標
該当
状況

該当率 配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国
介護予防事業におけるアウトリーチ等の取組状況

ア 通いの場への参加促進を図るための課題を把握・分析 ○ 88.37% 89.43% 1

イ 通いの場に参加していない者の健康状態や生活状況、医療や介
護サービスの利用状況等を定量的に把握

× 67.44% 65.19% 2

① 通いの場に参加していない者の居宅等へのアウトリーチ ○ 65.12% 69.84% 1

② 医療機関等が通いの場等への参加を促す仕組みの構築 ○ 62.79% 49.97% 1

③ 介護予防に資する取組やボランティアに対するポイント付与 ○ 58.14% 53.53% 1

④ ③のポイント事業参加者の健康状態等のデータベース化 × 18.60% 17.69% 1

エ ウの取組 の成果を分析し、取組の改善・見直し ○ 62.79% 48.42% 2

生活支援コーディネーター等による取組状況

ア 地域資源、心身及び生活状況の傾向、地域の担い手としての参
画状況等を把握し、データとして整理

○ 88.37% 80.70% 1

イ  アで整理したデータを、地域住民や関係団体等に提供・説明 ○ 81.40% 69.56% 2

ウ 生活支援コーディネーターとともに、協議体を活用しながら、地域の
課題を分析・評価

○ 76.74% 63.53% 2

エ 市町村として、介護予防・生活支援サービスの推進方策を策定
し、関係者に周知

× 62.79% 44.23% 2

オ 策定した市町村としての推進 方策を定期的に見直し、関係者に
周知する仕組み

× 62.79% 39.12% 2

多様なサービスの活用の推進に向けた取組状況

ア 対応が困難な地域の困り事等を把握し、データとして整理 ○ 79.07% 72.20% 1

イ 多様なサービスの推進に向け、 地域の課題を分析・評価 ○ 74.42% 59.62% 2

ウ 多様なサービスの推進に向け、市町村としての推進方策を策定し、
関係者に周知

× 62.79% 44.06% 2

エ ア～ウのプロセスを踏まえ、ウで策定した市町村としての推進方策を
定期的に改善・見直し等を行う仕組み

× 53.49% 38.89% 2

高齢者人口当たりの地域包括支援センター３職種の人数

ア 上位７割 × 41.86% 69.96% 1

イ 上位５割 × 23.26% 49.97% 1

ウ 上位３割 × 6.98% 29.98% 1

エ 上位１割 × 2.33% 9.99% 1

地域包括支援センター事業評価の達成状況

家族介護者支援を含む総合相談支援・権利擁護業務

① 上位７割 ○ 79.07% 74.44% 1

② 上位５割 × 53.49% 56.12% 1

③ 上位３割 × 27.91% 30.04% 1

④ 上位１割 × 20.93% 16.60% 1

介護予防の推進・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務・事
業間連携に関する業務

① 上位７割 × 81.40% 70.42% 1

② 上位５割 × 69.77% 51.58% 1

③ 上位３割 × 44.19% 29.98% 1

④ 上位１割 × 25.58% 13.67% 1

地域ケア会議に関する業務

① 上位７割 × 79.07% 70.53% 1

② 上位５割 × 65.12% 49.97% 1

③ 上位３割 × 48.84% 30.38% 1

④ 上位１割 × 32.56% 17.06% 1

地域ケア会議における個別事例の検討割合

ア 上位７割 ○ 83.72% 69.96% 1

イ 上位５割 × 53.49% 49.97% 1

ウ 上位３割 × 44.19% 29.98% 1

エ 上位１割 × 9.30% 9.99% 1

通いの場への65歳以上高齢者の参加率

週一回以上の通いの場への参加率

① 上位７割 ○ 79.07% 69.96% 1

② 上位５割 × 55.81% 49.97% 1

③ 上位３割 × 27.91% 29.98% 1

④ 上位１割 × 11.63% 9.99% 1

週一回以上の通いの場への参加率の変化率

① 上位７割 ○ 83.72% 69.96% 1

② 上位５割 ○ 65.12% 50.83% 1

③ 上位３割 ○ 44.19% 29.98% 1

④ 上位１割 ○ 23.26% 9.99% 1

高齢者のポイント事業への参加率

ア 上位７割 × 58.14% 55.14% 1

イ 上位５割 × 23.26% 27.57% 1

ウ 上位３割 × 9.30% 16.54% 1

エ 上位１割 × 0.00% 5.51% 1

ポイント事業への参加者の把握の検討。

未達成指標を分析し、得点を目指す。

未達成指標を分析し、得点を目指す。

継続して、通いの場の参加者を増加させて
いく。

継続して、通いの場の参加者を増加させて
いく。

イ　通いの場に参加していない人の抽出は行えていない。

ウ④　ポイント付与は行っているが、付与対象者の把握や健
康状態のデータベース化には至っていない。ポイント事業は一
般介護予防事業に限るものではない。

ここでいう介護予防・生活支援サービスとは、総合事業のほか
住民主体の活動や民間企業サービスを含む。
市として、介護予防・生活支援サービスの推進方策の策定に
は至っていない。

多様なサービスには総合事業は含まない。
市として、多様なサービスの推進方策の策定には至っていな
い。

地域包括支援センター運営状況調査より、評価指標の達成
状況の市町村分及び地域包括支援センター分（管内平
均）で評価。

21.4/25点（1002位）

通いの場に参加していない人の抽出及び関
連するデータの定量的な把握の検討。実現
可能な対象範囲の設定を行うことが必要。
抽出手法は問わないため、抽出範囲や把
握する内容は独自に設定可能。

生活支援体制整備事業を活用し、介護予
防・生活支援サービスの推進方策を策定、
また定期的に見直す仕組みについて検討す
る。

生活支援体制整備事業を活用し、多様な
サービスの推進方策を策定、また定期的に
見直す仕組みについて検討する。

３職種配置状況は３職種１人あたり高齢
者数が1,500人となるよう地域包括支援セ
ンターの圏域見直しを図ったところ。人員の
欠員もあり、目標達成に至っていない。適正
な配置となるよう指導。

未達成指標を分析し、得点を目指す。

参加者数は把握できていないため、計上できていない。

22/33点（1296位）

12.2/22点（1413位）

分母はR4延べ受給者数
地域ケア会議の個別事例は各地域包括支援センターで実施
しているもの。

49／51,141　（902位）

R3年度実績　0.67％
1.44/0.67　-1　≧100％（1位）

市内の地域包括支援センター３職種配置状況
保健師等 7　社会福祉士等 4　主任CM等 5
高齢者10万人あたり 56.7（1441位）
　　　　　　　　　　　　　　119.51（全国平均）
　　　　　　　　　　　　　　69.15（府平均）
　　　　　　　　　　　　　　59.91（府内市平均）

R4年度実績　1.44%（900位）
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通いの場等において心身・認知機能を維持・改善割合

ア 上位７割 ○ 58.14% 56.12% 1

イ 上位５割 ○ 37.21% 28.03% 1

ウ 上位３割 × 23.26% 16.89% 1

エ 上位１割 × 9.30% 7.87% 1

高齢者人口当たりの生活支援コーディネーター数

ア 上位７割 ○ 46.51% 69.96% 1

イ 上位５割 × 18.60% 49.97% 1

ウ 上位３割 × 6.98% 29.98% 1

エ 上位１割 × 0.00% 9.99% 1

総合事業における多様なサービスの実施状況

第一号訪問事業及び第一号通所事業実施事業所・団体数に占
める多様なサービス実施事業所・団体数の割合

① 上位７割 × 20.93% 33.08% 1

② 上位５割 × 13.95% 29.29% 1

③ 上位３割 × 13.95% 22.34% 1

④ 上位１割 × 13.95% 17.81% 1

第一号訪問事業及び第一号通所事業の実利用者数に占める多
様なサービスに係る実利用者数の割合

① 上位７割 × 25.58% 16.89% 1

② 上位５割 × 20.93% 13.38% 1

③ 上位３割 × 18.60% 9.42% 1

④ 上位１割 × 11.63% 6.03% 1

第一号訪問事業及び第一号通所事業の事業費に占める多様な
サービスに係る事業費の割合

① 上位７割 × 32.56% 30.84% 1

② 上位５割 × 27.91% 25.96% 1

③ 上位３割 × 16.28% 16.03% 1

④ 上位１割 × 6.98% 3.68% 1

エ 人口１万人未満の市町村対象 × 2.33% 1.26% 1 人口１万人未満の市町村対象

評価指標
該当
状況

該当率 配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国
認知症サポーター等による支援体制

ア 認知症の人の声を聞く機会（本人ミーティング、活動場所への訪
問など）

○ 74.42% 67.03% 5

イ 成年後見制度利用支援事業に関し、対象を市町村⾧申立や生
活保護受給者に限定しない要綱等を整備

○ 41.86% 64.91% 5

ウ 認知症サポーター等による支援チーム等の活動グループ（チームオ
レンジなど）を設置

○ 60.47% 49.17% 5

エ 認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援につな
がるよう地域の担い手とのマッチング

× 39.53% 30.38% 5

オ 認知症の人が希望に応じて農業、商品の製造・販売、食堂の運
営、地域活動やマルシェの開催等に参画できるよう支援

× 34.88% 18.32% 5

高齢者人口当たりの認知症サポーター数

ア 上位７割 ○ 72.09% 69.90% 3

イ 上位５割 ○ 39.53% 49.91% 3

ウ 上位３割 × 16.28% 29.98% 3

エ 上位１割 × 4.65% 9.99% 3

高齢者人口当たりの認知症サポーターステップアップ講座修了者
数

ア 上位７割 ○ 39.53% 24.64% 3

イ 上位５割 × 11.63% 12.29% 3

ウ 上位３割 × 4.65% 7.35% 3

エ 上位１割 × 0.00% 2.41% 3

認知症地域支援推進員が行っている業務の状況

ア 上位７割 ○ 81.40% 78.52% 3

イ 上位５割 ○ 69.77% 61.34% 3

ウ 上位３割 ○ 53.49% 37.85% 3

エ 上位１割 × 20.93% 18.61% 3

多様なサービス実施の事業所整備の推進。

エについては、今年度該当する予定。

継続して認知症サポーター養成講座を開催
する。

認知症サポーター養成講座修了者へのアプ
ローチを進めていく。

未実施項目について実施検討を進めてい
く。

介護予防活動を継続して実施し、維持改
善割合を保つよう支援する。

地域包括支援センター圏域変更に伴い、生
活支援コーディネーター数も見直すか検討。

多様なサービス実施の事業所整備の推進。

多様なサービス実施の事業所整備の推進。多様なサービスに係る実利用者数 5（従前以外（2）+そ
の他インフォーマル（3））
第一号実利用者数 1149
割合 0.44％（1353位）

事業費は0で計上。

認知症サポーター養成講座は定期的に実施。養成数も目標
値（介護保険事業計画）を達成している。

高齢者人口当たりの認知症サポーター数（対10万人）
11,141/28,199×10万＝39508.5（674位）

認知症サポーターステップアップ講座はニーズに応じて実施。

高齢者人口当たりの認知症サポーターステップアップ講座修了
者数（対10万人）
56/28,199×10万＝198.6（234位）

業務状況　　6/8事業　（325位）
※認知症総合支援事業等実施状況調べ

未実施項目 社会参加活動体制整備
　　　　　　　　　一体的支援事業

通いの場等とは、通いの場やボランティアポイント参加者等を指
す。
維持改善した者／参加者＝95/132＝71.97％（483
位）

市内生活支援コーディネーター数 5名
高齢者10万人あたり 17.7（1080位）
　　　　　　　　　　　　　　57.76（全国平均）

多様なサービス実施事業所 8（従前以外（4）その他イン
フォーマル（4））
第一号事業所数 82
割合 9.76％（1286位）

認知症サポーター等による活動グループであるチームオレンジを
設置しているが、具体的な支援にまで至っていない。また、認
知症の人の希望に応じた取組みにも至っていない。
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評価指標
該当
状況

該当率 配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国
在宅医療・介護連携に当たってのデータの活用状況

ア
①日常の療養 支援 、②入退院支援、③急変時の対応、④看
取りの４つの場面ごとに、 在宅医療と介護の提供体制の目指すべ
き姿を設定

○ 58.14% 55.89% 5

イ 在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿を介護保険事業計
画に記載

○ 97.67% 88.00% 6

ウ
地域の人口推計を踏まえた今後のニーズや医療・介護資源、社会
資源や利用者の情報、住民の意向等を定量的な情報も含めて把
握

○ 83.72% 66.97% 5

エ アと ウの差の確認等により 抽出された課題を踏まえ、 地域の特性
を踏まえた目標の設定、具体的な対応策を立案

○ 60.47% 43.42% 5

オ 評価指標等に基づき事業の検証や必要に応じた見直しを行う仕
組み

× 60.47% 45.84% 5

在宅医療・介護連携の推進に向けた取組状況

ア 在宅医療と介護の連携の強化・推進に向け、 医療・介護関係者
のニーズを把握

○ 95.35% 90.98% 5

イ ①  医療・介護関係者に対する相談窓口の設置 ○ 93.02% 88.51% 2

イ ②  定期的な相談内容等の取りまとめ、その結果の医療・介護関係
者間での共有

○ 86.05% 76.97% 2

イ ③ 多職種を対象とした参加型の研修会の実施 ○ 93.02% 86.21% 2

ウ 取組の実施状況を踏まえ、課題分析 ○ 88.37% 73.18% 5

エ 課題分析や医療・介護関係者の双方の意見等を踏まえ、必要に
応じて取組の改善・見直し

× 76.74% 69.56% 5

医療・介護関係者間の情報共有の取組状況

ア  医療・介護関係者の情報共有の実施状況を把握 ○ 93.02% 91.27% 5

イ
在宅での看取りや入退院時等に活用できるような医療・介護関係
者の情報共有ツールの作成等情報共有円滑化のための取組を実
施

○ 88.37% 86.44% 6

ウ 取組の実施状況を踏まえ、課題分析 × 74.42% 70.42% 5

エ 課題分析や医療・介護関係者の双方の意見等を踏まえ、必要に
応じて情報共有ツール等の改善・見直し

× 74.42% 68.06% 5

入院時情報連携加算算定者数割合

ア ① 上位７割 ○ 60.47% 69.96% 2

ア ② 上位５割 × 23.26% 49.97% 2

ア ③ 上位３割 × 2.33% 29.98% 2

ア ④ 上位１割 × 0.00% 9.99% 2

退院・退所加算算定者数割合

イ ① 上位７割 ○ 81.40% 69.96% 2

イ ② 上位５割 ○ 62.79% 49.97% 2

イ ③ 上位３割 × 32.56% 29.98% 2

イ ④ 上位１割 × 4.65% 9.99% 2

在宅ターミナルケアを受けた患者数割合

ア ① 上位７割 ○ 100.00% 69.96% 2

ア ② 上位５割 ○ 88.37% 49.97% 2

ア ③ 上位３割 ○ 65.12% 29.98% 2

ア ④ 上位１割 × 20.93% 9.99% 2

看取り加算算定者数割合

イ ① 上位７割 ○ 97.67% 69.96% 2

イ ② 上位５割 ○ 88.37% 49.97% 2

イ ③ 上位３割 ○ 69.77% 29.98% 2

イ ④ 上位１割 × 20.93% 9.99% 2

加算の算定要件を満たせるよう促進を図っ
ていく。

加算の算定要件を満たせるよう促進を図っ
ていく。

評価結果を踏まえて、事業の実施体制の検
討を行う。

評価結果を踏まえて、事業の実施体制の検
討を行う。

評価結果を踏まえて、事業の実施体制の検
討を行う。

加算の算定要件を満たせるよう促進を図っ
ていく。

加算の算定要件を満たせるよう促進を図っ
ていく。

地域の医療関係者が参画する会議において、課題の抽出、
対応する施策の立案、評価の実施が必要。

課題分析や取組の改善・見直しにまで至っていない。

課題分析や取組の改善・見直しにまで至っていない。

加算算定件数/サービス受給者（居宅介護支援・介護予防
支援）
488/37,692＝1.29％（1157位）

加算算定件数/サービス受給者（施設・居住サービス）
145/10,054＝1.44％（825位）

加算算定件数/在宅死亡者数
159/940＝16.91％（252位）

加算算定件数/在宅死亡者数
148/940＝15.74％（282位）
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評価指標
該当
状況

該当率 配点 評価内容 対応策

池田市 大阪府 全国
短期的な要介護認定者の平均要介護度（１・２）の変化率の
状況
単年度の変化率

① 上位７割 × 16.28% 42.79% 5

② 上位５割 × 9.30% 34.46% 5

③ 上位３割 × 6.98% 23.55% 5

④ 上位１割 × 2.33% 9.19% 5

前年度の変化率との差

① 上位７割 ○ 65.12% 39.46% 5

② 上位５割 ○ 60.47% 33.08% 5

③ 上位３割 ○ 34.88% 22.80% 5

④ 上位１割 ○ 18.60% 8.90% 5

⾧期的な要介護認定者の平均要介護度（１・２）の変化率の
状況

ア 上位７割 ○ 55.81% 71.05% 5

イ 上位５割 × 25.58% 49.97% 5

ウ 上位３割 × 13.95% 29.98% 5

エ 上位１割 × 2.33% 10.11% 5

短期的な要介護認定者の平均要介護度（３～５）の変化率
の状況
単年度の変化率

① 上位７割 × 18.60% 43.42% 5

② 上位５割 × 16.28% 34.35% 5

③ 上位３割 × 11.63% 22.86% 5

④ 上位１割 × 4.65% 8.16% 5

前年度の変化率との差

① 上位７割 ○ 58.14% 38.37% 5

② 上位５割 ○ 55.81% 29.41% 5

③ 上位３割 ○ 34.88% 19.70% 5

④ 上位１割 × 13.95% 7.29% 5

⾧期的な要介護認定者の平均要介護度（３～５）の変化率
の状況

ア 上位７割 ○ 81.40% 69.96% 5

イ 上位５割 × 53.49% 49.97% 5

ウ 上位３割 × 32.56% 29.98% 5

エ 上位１割 × 4.65% 9.99% 5

要介護２以上の認定率、認定率の変化率の状況

単年度の認定率

① 上位７割 ○ 41.86% 44.28% 5

② 上位５割 ○ 23.26% 35.96% 5

③ 上位３割 × 6.98% 25.39% 5

④ 上位１割 × 2.33% 8.90% 5

認定率の変化率

① 上位７割 × 44.19% 46.70% 5

② 上位５割 × 13.95% 37.28% 5

③ 上位３割 × 4.65% 25.67% 5

④ 上位１割 × 2.33% 9.13% 5

自立支援・重度化防止に関する取組みを
推進する。

ア、イを比較して得点の高い方が採用される。

ア　性年齢要介護度分布調整済み平均要介護度の変化率
（R4-R5）
-0.73％（479位）

イ　性年齢要介護度分布調整済み平均要介護度の変化率
（R3-R4）6.25％
変化率の差 -0.73％ - 6.25％＝-6.98％（356位）

自立支援・重度化防止に関する取組みを
推進する。

健康寿命延伸の状況を評価。ア、イを比較して得点の高い方
が採用される。

ア　性年齢調整済み要介護２以上の認定率（R5）
8.86％（804位）

イ　性年齢調整済み要介護２以上の認定率（R4）
8.87％
変化率 8.86％／8.87％-1＝-0.08％（1007位）

自立支援・重度化防止に関する取組みを
推進する。

自立支援・重度化防止に関する取組みを
推進する。

自立支援・重度化防止に関する取組みを
推進する。

性年齢要介護度分布調整済み平均要介護度（要介護１・
２）の変化率（H31-R5）
100.08％（915位）

性年齢要介護度分布調整済み平均要介護度（要介護３
～５）の変化率（H31-R5）
9.24％（1032位）

ア、イを比較して得点の高い方が採用される。

ア　性年齢要介護度分布調整済み平均要介護度の変化率
（R4-R5）
31.59％（234位）

イ　性年齢要介護度分布調整済み平均要介護度の変化率
（R3-R4）97.27％
変化率の差 31.59％ - 97.27％＝-65.69％（51位）
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